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資料４より一部抜粋 

 

令和元年度に実施した課題 一覧（年次評価結果） 

放射線安全規制研究推進事業 

番号 課題名 期間 

予算額 
(研究期間合計) 

（百万円） 

研究代表者 所属 評価 研究評価委員会 総合コメント 
継続の

有無 

(１) 

原子力事故時における

近隣住民の確実な初期

内部被ばく線量の把握

に向けた包括的個人内

部被ばくモニタリングの

確立 

平成 29 年

～令和元年 

（３年目） 

９８ 栗原 治 

量子科学技

術研究開発

機構 

B 

昨年度の評価時点において遅

れ気味と判断された新型検出

器の製作と実証実験を最終年

度に間に合わせたことは評価

する。開発された装置を用いた

甲状腺測定の研修会での意見

を反映させるなど、事故時の

甲状腺モニタリング対象者側

の視点に立った操作マニュア

ルについても報告書に記載さ

れたい。 

（令和 

元年度 

で終了） 

(２) 

事故等緊急時における

内部被ばく線量迅速評

価法の開発に関する研

究 

平成 29 年

～令和元年 

（３年目） 

３８ 谷村 嘉彦 

日本原子力

研究開発 

機構 

B 

研究目標である甲状腺モニタ

リングシステムについては完

成したと考えられるが、実用上

の課題及びそれらへの対応等

のソフト面での検討結果（治具

の向き、測定体位、乳幼児対

応、様々な方の意見のフィード

バック）等についても報告書に

記載されたい。 

（令和 

元年度 

で終了） 



 

(３) 

放射線業務従事者に対

する健康診断のあり方

に関する検討 

平成 30 年

～令和元年 

（２年目） 

１７ 山本 尚幸 
原子力安全

研究協会 
B 

放射線業務従事者に対する健

康診断について、 

法規制に関係する課題に関す

るアンケート調査を含めて、一

定の取り纏めが期待できる。さ

らに一歩踏み込んだ「提言」を

報告書に記載されたい。 

（令和 

元年度 

で終了） 

(４) 

染色体線量評価手法

の標準化に向けた画像

解析技術に関する調査

研究 

平成 30 年

～令和元年 

（２年目） 

２９ 
數藤 由美

子 

量子科学技

術研究開発

機構 

A 

AI を利用した染色体自動画像

判定が短時間で実施できるこ

とを示すなど、重要な結果が

得られており、研究は高く評価

される。深層学習用の教師デ

ータを複数の専門家で検証す

るなど、次のステップに期待す

る。 

（令和 

元年度 

で終了） 

(５) 

環境モニタリング線量

計の現地校正に関する

研究 

平成 30 年

～令和元年 

（２年目） 

１２ 黒澤 忠弘 
産業技術総

合研究所 
B 

高バックグラウンド線量率下で

のモニタリングポストの現地校

正が短時間で可能となった点

は評価できる。不確かさの評

価と校正定数の決め方の相

違、今後の課題、及び一般的

な活用に向けた提言を報告書

に書き込まれたい。 

（令和 

元年度 

で終了） 



 

(６) 

円滑な規制運用のため

の水晶体の放射線防

護に係るガイドラインの

作成 

令和元年 

（１年目） 
１０ 横山 須美 

藤田医科 

大学  
B 

ガイドラインを完成させた事は

評価できる。医療分野はその

他の分野とは放射線業務従事

者の放射線防護に関する認識

に大きな差があるため、医療

従事者対象の「教育用マニュ

アル」ではなく、出来るだけ拘

束力のある「ガイドライン」とし

てまとめられたい。特に、水晶

体線量が高くなる医療従事者

を特定し、それらの従事者に

対する対応についても言及す

べきである。 

（令和 

元年度 

で終了） 

(７) 

包括的被ばく医療の体

制構築に関する調査研

究 

平成 30 年

～令和２年 

（２年目） 

６０ 富永 隆子 

量子科学技

術研究開発

機構 

B 

原子力災害及びテロ災害等へ

の対応が明らかにされ、また、

医療職だけでなく事務職員向

けの資料を作成していることは

評価できる。但し、これまでに

公表された同種の研修用テキ

ストとの相違点や改善点を明

確にされたい。 

継続 

(８) 

原子力災害拠点病院

のモデル BCP 及び外

部評価等に関する調査

及び開発 

平成 30 年

～令和２年 

（２年目） 

３６ 永田 高志 九州大学 

 

B 

 

計画を前倒しして進めたことは

評価できる。BCP 研修（ワーク

ショップ）開催回数を増加さ

せ、その効果を検証するととも

に、マネジメント層（病院長、事

務長等）の参画を促進すべき

である。 

継続 



 

(９) 

発災直後の面的な放射

線モニタリング体制の

ための技術的研究 

令和元年～

令和２年 

（１年目） 

１９ 谷垣 実 京都大学 A 

自律型ネットワーク及び測定

器（通信系含む）の小型化・低

消費電力化のアイデアはさる

ことながらそれを具現化しつつ

ある進捗状況は高く評価でき

る。次年度において原子力災

害時における具体的な利用ま

での提案を期待する。 

継続 

(10) 

短寿命アルファ線放出

核種等の合理的安全

規制のためのガイドラ

イン等の作成 

令和元年～

令和２年 

（１年目） 

１５ 吉村 崇 大阪大学 B 

本研究課題の目的であるガイ

ドライン作成は計画どおり順調

に進んでいるが、論点（例：ガ

イドラインに使用する実測値や

換算係数等の不確実性など）

を整理し、実用化に向けた研

究を継続されたい。 

継続 

(11) 

加速器施設の廃止措

置に関わる測定、評価

手法の確立 

令和元年～

令和２年 

（１年目） 

５６ 松村 宏 

高エネルギ

ー加速器研

究機構 

B 

現在進めている加速器施設の

廃止措置に関わる放射化物の

測定の段階から加速器施設の

廃止措置のためのマニュアル

作成に重点を移し、実効性の

あるマニュアルになるよう期待

する。クリアランスについては

次段階において検討すべきで

ある。 

継続 

＊評価基準： A: 一層の推進を期待、B: 現状通り実施、C: 計画を修正して実施、D: 中止すべき 

 

 



 

  

令和元年度に実施した課題 一覧（中間評価結果） 

放射線安全規制研究推進事業 

番号 課題名 期間 

予算額 
(研究期間合計) 

（百万円） 

研究代表者 所属 評価 研究評価委員会 総合コメント 
継続の

有無 

(12) 

内部被ばく線量評価コ

ードの開発に関する研

究 

平成 29 年

～令和２年 

（３年目） 

７８ 高橋 史明 

日本原子力

研究開発 

機構 

A 

本事業での主目的である線量

評価コード開発についてはベ

ータ版まで完成しており、高く

評価できる。実効線量係数の

改訂は関心が高いため、当該

分野の専門家への積極的な情

報発信を期待する。 

継続 

＊評価基準： A: 一層の推進を期待、B: 現状通り実施、C: 計画を修正して実施、D: 中止すべき 

  



 

放射線防護研究ネットワーク形成推進事業 

番号 課題名 期間 

予算額 
(研究期間合計) 

（百万円） 

研究代表者 所属 評価 研究評価委員会 総合コメント 
継続の

有無 

(13) 

放射線防護研究分野に

おける課題解決型ネッ

トワークとアンブレラ型

統合プラットフォームの

形成 

平成 29 年

～令和３年 

（３年目） 

１２３ 神田 玲子 

量子科学技

術研究開発

機構 

A 

これまでの活動で明らかにな

った様々な問題への対応を含

めて、順調に進んでおり、放射

線防護アカデミアの活動は高く

評価される。今後、社会への

発信という観点を加えるととも

に、医療・原子力・リスクなど放

射線防護に関与する学会の参

画による放射線防護アカデミア

の拡大についても検討された

い。 

継続 

(14) 

健全な放射線防護実現

のためのアイソトープ

総合センターをベース

とした放射線教育と安

全管理ネットワーク 

平成 29 年

～令和３年 

（３年目） 

６５ 篠原 厚 大阪大学 C 

私立・公立大学への拡大は評

価できるが、「ネットワーク化」

が最終目的ではなく、より一層

実効的な放射線安全管理とい

う本来行うべき事業・取組がな

されていない。事業計画につ

いて実効的な放射線安全管理

に向けた取組に特化し、少なく

とも新機軸を打ち出す等、今後

２年間のしっかりしたロードマッ

プを示されたい。 

継続 

＊評価基準： A: 一層の推進を期待、B: 現状通り実施、C: 計画を修正して実施、D: 中止すべき 


